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上 記 代 表 者 代表 取締 役 デイ ビッ ド ・ ハ ッ ト 


1 号 


雇用 関係 確認 等 請求 事件 
訴訟 物 の 価額 金 28. 8333, 900 円 


請求 の 趣旨 


1 、 原 告 と 拓 告 が 雇用 契約 関係 に ある こと を 確認 する 。 
2、 被 告 は 、 原 告 に 対し 、 金 8, 333, 50 0 円 及び これ に 対す る 本 訴状 送 
達 の 日 か ら 支 払 済み まで 年 5 パー セン ト の 割合 に よる 金 員 、 な ら び に 、200 
8 年 2 月 1 日 以降 、 毎 月 2 2 日 限り 、 金 1. 666, 7 0 0 円 及び これ に 対す 
る 人 各 支払 日 の 翌日 か ら 支 払 済み まで 年 5 パー セン ト の 割合 に よる 金 員 を 支払 え 。 
3、 訴 訟 費用 は 、 被 告 の 負担 と する 。 

と の 判決 及び 第 2 項 に 関す る 仮 執行 官 言 を 求め る 。 


請求 の 原因 


第 1 当事者 及び 雇用 契約 の 内 容 
1、 被告 は 、 住 所 地 に お いて 証券 業 そ の 他 の 業務 に 係る 営業 を 行う 株 式 会 
社 で ある ( 甲 2) 。 
2、 原告 は 、2006 年 9 月 5 日 に 、 被 告 に 職種 は 銀行 家 (Banker) 、 地 
位 は 部 長 (Director) と し て 期限 の 定め な く 雇 用 され 、 被 告 に お いて 稼 
働 し て きた ( 甲 38、4) 。 
3、 給与 
(1) 原告 の 基本 給与 は 、 年 俸 2 0, 0 00, 400 円 と され 、 そ れ を 毎 
月 2 2 日 に 1 2 回 に 分 割 し て 支払 う も の と され た ( 甲 3 「 給 与 
(salary) 」 の 項 ) 。 上 記 年 俸 の 1 2 分 の 1 は 、 金 1 66 6, 7 
0 0 円 で ある 。 

(2) その他 に 各 年 の 奨 奮 ボ ー ナ ス (ncentive Award) が 支給 され る こ 
と と され て いる 。 原 告 に 対す る 2 0 0 6 年 度 の ボー ナス は 、2 0 0 
7 年 2 月 に 金 56,. 8 97, 4 95 円 が 支給 され た が ( 甲 4) 、 原 告 
が 採用 時 に 受け た 説明 に 比べ て 、 は る か に 少額 で あっ た 。 


第 2 被告 に よる 解雇 と その 無効 


中 


2 、 


〇 い 第 3 
3 


被告 は 、2007 年 9 月 5 日 付け で 、 原 告 に 対し 、 解 雇 通知 を 行っ た 
(本 件 解 尾 甲 5) 。 

被告 は 、 解 属 通知 に お いて 被告 就業 規則 第 48 条 2 号 「 社 員 の 労働 能力 
が 著しく 低下 し た と き 、 又 は 勤務 成績 が 不良 で 改善 の 見 込み が な く 、 就 業 
に 適さ な いと 会 社 が 認め た と き 」、 及 び 同 条 4 号 「 そ の 他 、 全 角 号 に 準 ず 
る や お を 得 な い 事 由 が ある と き 」 に 該当 する と 主張 し て いる が 、 そ の よう 
な 事実 は 存在 し な い 。 そ れ ゆ え 、 本 件 解雇 は 、 客 観 的 に 合理 的 な 理由 を 欠 
いた 解雇 権 の 浴用 で あっ て 無効 な も の で ある 。 


背景 事情 

被告 は 、 日 本 国内 に お いて 銀行 業 を 営む ドイ ツ 銀 行 を 頂点 に 形成 され 
た ドイ ツ 銀 行 グ ルー プ に 所 属し 、 同 グル ー プ は 披 告 を 通じ て 、 証 券 を 含む 
[広範 な サー ビス を 提供 」 し て いる ( 甲 2 ) 。 他方 で 、 金融 商品 取引 法 ( 旧 
証券 取引 法 ) は 、「 有 価 証券 の 発行 及び 金融 商品 等 の 取引 等 を 公正 に 」 す 
る (1 条 ) な どの 目的 の 下 、 銀 行 が 「 有 価 証券 関連 業 又は 投資 運用 業 」 を 
行う こと を 禁止 し (金融 機関 の 有価 証券 関連 業 の 禁止 3 3 条 1 項 ) 、 ま 
た 、 被 告 の よう な 金融 商品 取引 業者 に 、 そ の 内 部 に お いて 「 二 以上 の 業務 
の 種別 に 係る 業務 を 行う 場合 」 に 禁止 行為 を 課 し て いる ( 二 以 上 の 種別 の 
業務 を 行う 場合 の 禁止 行為 4 4 条 ) 。 そ の 規制 の 主要 な も の は 、 銀 行 と 
証券 会 社 と の 間 、 あ る い は 証券 会 社 に お いて 行わ れる 異な る 種別 の 業務 の 
間 に お いて は 、 顧 客 の 同意 を 得 ず に 顧客 情報 を 共有 する と と を 禁止 する と 
いう も の で ある (ファ イア ー ウ ォ ー ル 規制 ) 。 

原告 は 、 接 告 の 業務 を 通じ て この ファ イア ー ウ ォ ー ル 規制 が 遵守 され 
て いな いと 思わ れる 事態 を 認識 する よう に な っ た ( 甲 6) 。 具 体 的 に は 、 
以下 の よう な 出来 事 で ある が 、 そ れ に 類似 する 出来 事 は その 他 に や 発生 し 
た 。 


(1) 2006 年 10 月 16 日 、 投 資 業 務 の 開始 を 準備 し て いた 訴外 ドイ ツ 


銀行 の 取締 役 が 、 原 告 が 担当 し て いた 投資 関連 業務 の 非 公開 情報 に つい 
て 、 原 告 に 情報 提供 の た め の ミ ー テ ィング や 、 関 連 書 類 の 引渡 を 原告 に 


Ci 


要求 する こと が あっ た 。 

(2) 告 の 商業 不動 産 部 門 の 責任 者 は 、 ド イツ 銀行 の 商業 不動 産 部 門 の 貸 
付 開拓 業 の 次 任 者 を 兼ね 、 貸 付 債権 証券 化 案件 に お いて 被告 の 顧客 の 情 
報 を 用 いて 、 ド イツ 銀行 側 の 従業 員 に 指示 を 出し て いた 。 

3 、 な お 、 被 告 は 、 フ ァ イ ア ー ウ ォ ー ル 規制 対応 の 不 十分 さ を 理 由 に 、 2 
0 0 0 年 と 2 0 0 4 年 の 2 度 に わた っ て 金融 庁 か ら 指導 を 受け 、2004 

年 に は 同庁 か ら 行 政 処分 を 受け て いた 。 

人 4、 以上 の 状況 で 原告 は 、 2 0 0 7 年 4 月 1 2 日 付 で 、 ド イツ 銀行 グル ー 
プ の グロ ー バ ル ・ バ ン キ ング 業務 担当 最高 責任 者 に 対し 、「 証 券 取引 法規 
制 違反 行為 が コイ に 膨大 な 件 数 行わ れ て お り 、 刑 事 骨 の 問題 も 生じ る こと 
か ら 、 改 善 の 必要 が ある 」 と 進言 する 書簡 を 送っ た 。 ま た 、 そ れ を 受け て 
被告 の 人 事 担当 者 か ら 要 請 が あっ た た め 、 同 月 2 4 日 、 被 告 の コン プラ イ 
アン スズ 部 門 や 法務 部 門 の 担当 者 が 出席 する 会 議 で 、 フ ァ イ ア ー ウ ォ ー ル 規 
制 違反 の 事実 に つい て 説明 し た 。 こ れ ら の 原告 の 行為 は 、 公 益 通 報 者 保護 
法 で 保護 され る 公益 通報 行為 で あっ た (以上 に つい て 、 甲 6) 。 

5 、 と ころ が 披 告 は 、 約 2 ヶ月 後 の 同 年 6 月 1 3 日 付 で 被告 社長 名 の ファ 
イア ー ウ ォ ー ル 規制 違反 の 事実 を 否定 する 書簡 を 原告 に 送る と と も に 、 
(1) 6 月 1 8 日 付 で 原告 の 成果 の 不 十分 性 を 理由 と し て 会 議 へ の 出席 を 原 

告 に 命じ 、 

(2) 6 月 2 7 日 に は 、 原 告 に 成績 達成 を 要求 する プラ ン を 提示 し て きた 。 

その プラ ン に お いて 原告 は 6 月 2 7 日 か ら 8 月 9 日 まで の 間 、 被 告 に 「 正 

式 に モニ ター」 さ れ 、① 詳 細 な 顧客 リス ト の 提出 (期限 6 月 2 9 日 ) 、 

② 詳 細 な 顧客 へ の 架 電 及び 訪問 報告 書 の 提出 (期限 ? 月 2 日) 、 プ ロジ 

ェクト に 関す る 詳細 な 報告 書 (実施 プラ ン の 詳細 を 含む ) の 提出 (期限 

7 月 4 日) を 要求 し 、 

従来 要求 され て いな か っ た 日 本 証券 業界 の 証券 外務 員 資格 試験 の 一 竹 

0 合格 する こと (原告 は 法 的 に 必要 な 2 種 試験 に は 

合格 し て いた ) を 要求 し て きた (以上 に つい て 、 甲 6) 。 

(4) NSH 


(3 


ュ ン 


( 〇 


翌 8 月 9 日 に は 被告 構内 か ら の 退去 を 求め る に 至っ た 。 

( 5 ) そし て 同年 9 月 5 日 に すでに 述べ た 解雇 通知 を 行っ た の で ある 。 

6、 以上 の 被告 の 対応 は 、 被 告 が 以下 に 弁解 を 重ね よう と も 、 短 期間 に 矢 
継ぎ 早 に 行わ れ た 経緯 に 央 ら し て も 、 原 告 の 公益 通報 行為 に 対す る 報復 的 
な 措置 と し て な され た こと は 明らか で ある ( 甲 6) 。 

7、 原告 は 、 本 件 解雇 前 に は 代理 人 弁護 士 を 通じ て 、 さ ら に 解雇 後 は 労働 
組合 を 通じ て 協議 に よる 解決 を 求め て きた が 、 被 告 は これ を 拒否 し 続け て 
いる 。 


第 4、 ま と め 

以上 の 次 第 で 原告 は 、 本 件 解雇 が 無効 で や る こと か ら 、 

(1) 原告 と 梓 告 が 雇用 超 約 関係 に ある と と の 確認 、 

(2) 被告 に 対し 、2007 年 9 月 か ら 2008 年 1 月 まで の 5 ヶ月 分 の 給 
与 で ある 金 8, 333, 5 0 0 円 及び これ に 対す る 本 訴状 送達 の 日 か ら 
支払 済み まで 年 5 パー セン ト の 割合 に よる 層 延 損害 金 、 な ら び に 、 

(3) 2008 年 2 月 1 日 以降 、 毎 月 2 2 日 限り 、 各 月 給与 金 1 6 6 6, 
7 0 0 及 び こ れ に 対す る 名 支払 日 の 翌日 か ら 支 払 済み まで 年 5 パー セ 
ント の 割合 に よる 遅 邊 損害 金 

を 求め て 、 本 訴 に 及ぶ 次 第 で ある 。 

な お 、 原 告 と 被告 と の 間 の 刻 用 関係 を 前 提 と すれ ぜ ば 、 本 年 2 月 に お いて は 2 

0 0 7 年 度 分 の ボー ナス も 支給 され る は ず で ある こと も ゃ 付 言 する 。 


以上 


〇 の 。 Qm 和 心 OO k う 5 ビ 
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